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－滋賀の水環境ビジネスの取組について

令和４年度（2022年度）



しが水環境ビジネス推進フォーラムの活動 R4年度
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✓ アジア分科会

■アジア分科会とは：
アジアの水環境課題や現地ニーズについて調査を行い、会員企業に情報提供することにより、同地域でのビジネ
ス展開について検討する分科会。

■会議の開催状況：
・インドネシアでのプロジェクト組成
令和4年（2022年） 12月23日 〔於〕オンライン 〔参加者数〕９名

✓ 研究・技術分科会

■研究・技術分科会とは：
平成29年４月の国立環境研究所琵琶湖分室の設置を契機として、滋賀県では、生態系に配慮した新たな水質管
理の手法、在来魚介類の回復に資する研究を実施している。その成果等を、企業や大学などの研究機関との協働
のもとで、水環境ビジネスに関連する技術開発や水産業の振興につなげていくために設立した分科会。

■会議の開催状況：
①「水環境の保全とCO2削減を両面で実現するためのヒントを探る」
令和4年（2022年） 12月20日 〔於〕淡海環境プラザ 〔参加者数〕20名

②藻類を活用した水環境ビジネスの可能性
令和5年（2023年） 3月14日 〔於〕淡海環境プラザ 〔参加者数〕11名
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滋賀県水環境ビジネス海外展開事業化モデル事業（しが水環境ビジネス推進フォーラム会員）

プロジェクト名 対象国 実施期間 メンバー（◆：申請企業）

ベトナムにおける微生物・植生による水質
浄化事業

ベトナム
令和4年（2022年）7月
～令和5年（2023年）2月

大洋産業㈱◆、DEWX

VIETNAM

セネガル国、首都ダカールにおける質の
高い飲料水の販売

セネガル
令和4年（2022年）7月
～令和5年（2023年）2月

辻プラスチック㈱◆、㈱ウイル
ステージ

アメリカにおける再生水分析等ビジネスモ
デル試験

米国
令和4年（2022年）6月
～令和5年（2023年）2月

㈱日吉◆、XDSI社

しが水環境ビジネス推進フォーラムの活動 R4年度

◼ 補助対象事業
水環境ビジネスの推進を図るために行われる実現可能性調査および実証試験、またはそのいずれかで、以下の①および②に掲げる要件を満たすもの。

①本邦域外における国・地域を対象に実施されること。

②次の各号に掲げる分野のうち、一つ以上に該当すること。

(1) 水供給（生活用水、工業用水、農業用水等）

(2) 造水（海水淡水化等）

(3) 下排水処理（生活排水、事業場排水、農業用排水等）

(4) 雨水・再生水利用

(5) 公共水域等の環境保全

(6) 水分野におけるCO₂削減に資する取組（節水、水処理効率化等）

(7) その他、水環境ビジネスの推進を図るための取組として知事が適当と認めるもの

◼ 補助対象者
中小企業等経営強化法（平成11年法律第18号）第2条第1項に規定する中小企業者で、次の要件すべてを満たす企業様が対象。

(1) 滋賀県内に事務所または事業所を有している。
(2) 補助対象者が代表者となり、交付申請（本申請）時までに他の法人等とともに事業共同体を設立している。
(3) 事業共同体を構成する法人等のすべてが、交付申請時までに「しが水環境ビジネス推進フォーラム※」に入会している。

◼ 補助率および補助額
２分の１以内、上限600万円
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JICA草の根技術協力事業

■事業名： 琵琶湖モデルを活用したハロン湾・カットバ島沿岸水域の適切な保全に向けた支援
■実施団体： 滋賀県、㈱KANSOテクノス、㈱エフウォーターマネジメント、㈱長大、㈱日吉
■実施期間： 令和2年（2020年）３月〜令和6年（2024年）6月
■対象国・地域： ベトナムハイフォン市カットバ島
■活動対象： 行政機関、事業者、住民
■活動概要
・排水処理施設運営・管理のための制度・計画の策定支援
・排水処理施設の運営・管理能力の向上支援
・カットバ島沿岸水域のモニタリング能力の向上支援
・産官民連携活動の強化支援

しが水環境ビジネス推進フォーラムの活動 R4年度

キックオフミーティング（令和４年７月） 現地研修の様子（令和５年２月）
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ベトナム地方行政機関職員の受入れ研修実施（JICA草の根技術協力事業関係）

■日程： 令和4年11月6日（日）～11月13日（日）
■研修対象者： ベトナム地方行政機関の職員（ハイフォン市、クアンニン省） 6名

（ハイフォン市天然資源環境局副局長、ハイフォン市天然資源環境局海島支局長、
カットハイ郡人民委員会副委員長、クアンニン省計画投資局職員 など）

■研修内容：
水質が悪化した琵琶湖をどのようにして改善してきたか、講義や関連施設への視察を通して学ぶ

しが水環境ビジネス推進フォーラムの活動 R4年度

月日 内 容

11/6 （日） ・オリエンテーション

11/7 （月） ・講義（琵琶湖の保全施策概要・琵琶湖モデルの
本質を考える）
・講義・視察（湖南中部浄化センター、淡海環境プ
ラザ）

11/8 （火） ・講義（琵琶湖の環境保全の取組）
・講義（滋賀県における産業排水対策）
・講義（滋賀県の下水道事業について）
・表敬（滋賀県商工観光労働部長）

11/9 （水） ・視察（針江生水の郷）
・視察（湖西浄化センター）

月日 内 容

11/10（木） ・講義・視察（㈱日吉）
・視察（沖島浄化センター）

11/11（金） ・講義・視察（琵琶湖環境科学研究センター）
・講義・視察（琵琶湖博物館）

11/12（土） ・成果発表会
・修了式
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ベトナム地方行政機関職員の受入れ研修実施（JICA草の根技術協力事業関係）

しが水環境ビジネス推進フォーラムの活動 R4年度

講義の様子 商工観光労働部長表敬 針江生水の郷訪問

沖島浄化センター訪問 琵琶湖博物館訪問 修了式
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プラントショーOSAKA2022へ「しが水環境ビジネス推進フォーラム」として出展

■日程： 令和4年（2022年）12月7日(水)～12月9日（金）
■会場： インテックス大阪
■規模： 103企業・団体が出展。来場者8,757人。
■内容：
• しが水環境ビジネス推進フォーラムのブースには、3者（岡本電気㈱、清水工業㈱、龍谷大学）が出展。
• フォーラム事務局スペースでは、滋賀の水環境ビジネスの取組や滋賀県のこれまでの琵琶湖保全の取組など

を紹介。

しが水環境ビジネス推進フォーラムの活動 R4年度

フォーラムブース会場の様子



8

（ベトナム）ハノイ建設大学と連携した水環境分野ビジネスマッチング

■日時：令和4年（2022年）12月15日（木）
■会場：ハノイ建設大学（ベトナム・ハノイ市）
■内容：
・ハノイ建設大学Vietnam-Japan Institute of Advance Technology （VJIAT）と連携し、ベトナム企業11社と
フォーラム会員4社とのビジネスマッチングを実施。

しが水環境ビジネス推進フォーラムの活動 R4年度

マッチングの様子会場の様子
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JICA課題別研修

（水資源の持続可能な利用と保全のための統合的湖沼・河川・沿岸流域管理）

研修生へのしが水環境ビジネス推進フォーラムの紹介

■日時：令和5年（2023年）1月17日（火）
■会場：滋賀県危機管理センター
■内容：
・9か国（アルバニア、バングラデシュ、カンボジア、コートジボワール、ニカラグア、ナイジェリア、フィリピン、
ボリビア、ボツワナ）からのJICA研修員9名に対して滋賀県の取組およびしが水環境ビジネス推進フォーラム
について紹介。

しが水環境ビジネス推進フォーラムの活動 R4年度
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「JICA関西支援施策説明会・個別相談会」の開催

■日時： 令和5年（2023年）2月15日（水）14:00～16:00

■会場： 大津合同庁舎７階７A会議室

■プログラム：
・開会挨拶
・「アジアにおける環境課題とビジネス支援について」

独立行政法人国際協力機構関西センター（JICA関西） 企業連携課 シニアアドバイザー 澁谷 晃 氏
・質疑応答

・名刺交換会

■参加者： 8名

しが水環境ビジネス推進フォーラムの活動 R4年度

会場の様子JICA関西 澁谷氏からの説明
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（中国）中国・広東省 水処理分野ビジネスマッチング

■日時：令和5年（2023年）3月3日（金）
■会場：オンライン
■内容：
・中国・広東省の佛山早稻田科技服务有限公司の協力により、オンラインによりビジネスマッチングを開催。
開催にあたっては、事前に水処理関連の課題や技術ニーズがあり、日本企業に関心を持つ企業8社をリスト
アップして、フォーラム会員に参加を呼びかけ。日本側からはフォーラム会員企業3社が参加。

しが水環境ビジネス推進フォーラムの活動 R4年度

案内チラシ
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水・環境分野商談会

■開催期間：令和4年（2022年）11月21日（月）～令和5年（2023年）2月20日（月）
■開催方法：オンライン
■主催：滋賀県、ジェトロ大阪本部・滋賀貿易情報センター
■協力：大阪府、Team-E Kansai

■バイヤー：中国9社、ベトナム10社、インド6社、パキスタン7社
■商談件数：132件
■内容：
・海外企業との精度の高いビジネスマッチングを実現するため、中国、インド、パキスタン、ベトナムの４カ国
をターゲット国として選定し、参加企業の製品情報シートを基に、現地専門家を通して有望バイヤーへ事前
のニーズ調査を実施。
・現地ニーズ調査により、特に有望なバイヤーを選定し、オンライン商談会プログラムへの勧誘を実施。結果、
バイヤー32社がオンライン商談会に参加。

しが水環境ビジネス推進フォーラムの活動 R4年度

セミナーチラシ 商談会チラシ


